
原子力防災の現状

令和７年１０月
内閣府（原子力防災担当）
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１ 原子力災害に備える組織

◼ 東京電力福島第一原発事故を踏まえ、原子力利用の安全を担う組織として、原子力
規制委員会と内閣府（原子力防災担当）を設置

◼ 原子力規制委員会は、原発の安全規制を担当
• 東電福島原発事故のような重大事故の防止のため、規制を強化（「新規制基準」）

• 緊急時の住民の防護措置（屋内退避、避難など）の指針を策定（「原子力災害対策指針」）

◼ 内閣府（原子力防災担当）は、原発敷地外の住民の防護措置の実施を担当
• 平時から、①原子力規制委員会の指針に基づき、「緊急時対応」（自治体の避難計画と、国の支援策の

パッケージ）を地域ごとにあらかじめ策定、②国・自治体の対応要員の研修・訓練を実施

• 緊急時には、原子力災害対策本部（本部長：総理）の事務局 ⇒ 本部のもと、指針・緊急時対応に基づき、
各省・自治体が連携し、住民を防護。実動組織も投入（自衛隊、警察、消防、海保、国交省地方整備局など）

内閣府（原子力防災担当）

原子力規制委員会

（２０１２年９月発足）

（２０１４年１０月発足）
経産省 原子力安全・保安院

〇組織の変遷

内閣府 原子力安全委員会

安全規制

原子力防災

環境省の外局、独立性の高い国家行政組織法
「３条委員会」。事務局が原子力規制庁

環境大臣が内閣府特命担当大臣（原子力防災
担当）として所管

安全規制についての基本的な考え方を決定
原子力安全・保安院の規制をダブルチェック

資源エネルギー庁に設置
原発の安全規制、原子力防災を所管

事故前
事故後 原子力災害対策指針
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【参考】内閣府（原子力防災担当）の体制・予算

参事官(総括担当) 木野 修宏
職
員
：
七
十
人

参事官(地域防災担当) 長谷 弘道

内閣府特命担当大臣（原子力防災）
浅尾 慶一郎（あさお けいいちろう）

内閣府副大臣（原子力防災担当）
中田 宏（なかだ ひろし）

内閣府大臣政務官（原子力防災担当）
勝目 康（かつめ やすし）  

政策統括官(原子力防災担当) 松下 整

大臣官房審議官 福島 健彦、高城 亮  

参事官(地域充実化担当) 吉田 大

参事官(訓練・人材育成担当) 児玉 智

◆ 令和７年度予算：１２３億円

(エネルギー対策特別会計（電源開発促進勘定））

◆ 令和６年度 補正予算：４１億円

（一般会計、エネルギー対策特別会計（電源開発促進勘定））

平成26年（2014年）10月14日設置
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【参考】平時・緊急時における原子力防災体制

平
時

緊
急
時

原子力防災会議

○原子力災害対策指針に基づく施策の実施の推進その他の原子力事故が発生した場合に備えた政府の総合
的な取組を確保するための施策の実施の推進

〇原子力事故が発生した場合において多数の関係者による長期にわたる総合的な取組が必要となる施策の実
施の推進

【会議の構成】
議長：   内閣総理大臣
副議長： 内閣官房長官、環境大臣、

内閣府特命担当大臣（原子力防災）
原子力規制委員会委員長 等

議員： 全ての国務大臣、内閣危機管理監
その他内閣総理大臣が任命する者：内閣府副大臣・政務官等

【事務局体制】
事務局長：環境大臣
事務局次長： 内閣府政策統括官（原子力防災担当）

 水・大気環境局長

原子力災害対策本部

○原子力緊急事態に係る緊急事態応急対策・原子力災害事後対策の総合調整

【会議の構成】
本部長：  内閣総理大臣
副本部長：内閣官房長官、環境大臣、

       内閣府特命担当大臣（原子力防災）、
 原子力規制委員会委員長 等

本部員：  全ての国務大臣、内閣危機管理監
 その他内閣総理大臣が任命する者：内閣府副大臣・政務官等

（注１）原子力防災を担当する内閣府副大臣若しくは大臣政務官（環境副大臣・政務官が併任）が現地対策本部長となる。
（注２）必要に応じ原子力防災担当以外の環境副大臣・政務官も任命

※原子力緊急事態宣言をしたときに臨時に設置

※常設

（原子力基本法 第三条の三）

（原子力災害対策特別措置法 第十六条）

【事務局体制】
事務局長： 内閣府政策統括官 （原子力防災担当）
事務局長代理：原子力規制庁長官、内閣府大臣官房審議官（原子力防災担当）
事務局次長：  内閣官房危機管理審議官、内閣府大臣官房審議官（防災担当）
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２ 緊急時の住民の防護措置等の枠組み

福島事故の教訓を踏まえ、原子力規制委員会が「原子力災害対策指針」を策定
◼ 基本的な考え方： 住民等の被ばく線量を合理的に達成できる限り低くすると同時に、被ばくを直接の

要因としない健康等への影響も抑える

◼ 原子力災害対策重点区域： PAZ（おおむね5km圏内）、UPZ（同30km圏内） ※事故前は10km

◼ 事態の進展に応じた防護措置： 原子力施設等の緊急事態の段階や原子力施設等の距離に応じ
て、防護措置をあらかじめ準備し、必要な措置を直ちに判断・実施。放射性物質が放出された場合は、実
測（緊急時モニタリング）を迅速に行い、避難や一時移転を判断・実施

屋内退避

原子力発電所

一般住民の避難

ＰＡＺ ＵＰＺ

警戒事態（原子力事業所所在市町村震
度6弱以上等）

・5km圏内の入院患者・妊婦等の避難準備     
 ～避難手段・車両等はあらかじめ特定
 ～避難により健康リスクが高まる者は放射線

防護施設（シェルター）へ避難準備 等

※放射性物質放出後は、モニタリング
値に基づき避難等切り替えを判断

概ね5km圏内：Precautionary Action Zone 概ね30km圏内：Urgent Protective Action Planning Zone
（放射性物質の放出前から、予防的に防護措置を準備する区域） （事態の進展等に基づき、緊急防護措置を準備する区域）

施設敷地緊急事態（全交流電源喪失30分以
上等）
 ・5km圏内の入院患者等の避難・屋内退避
 ・5km圏内の一般住民の避難準備
 ・30km圏内の住民の屋内退避準備   等

全面緊急事態（炉心冷却機能の完全喪失等）
・5km圏内の一般住民の避難
・30km圏内の一般住民の屋内退避

  ⇒ 放射性物質放出の場合は、実測（モニタリング）
  により区域を特定し、避難・一時移転

・30km圏外の広域の避難先もあらかじめ設定 等

＜防護措置の流れ＞
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【参考】原子力防災対策の重点区域

○PAZ：Precautionary Action Zone（予防的防護措置を準備する区域）
原子力施設から概ね半径5ｋｍ圏内（発電用原子炉の場合）。
放射性物質が放出される前の段階から予防的に避難等を行う。

○UPZ：Urgent Protective action planning Zone（緊急防護措置を準備する区域）
PAZの外側の概ね半径30ｋｍ圏内（発電用原子炉の場合） 。
・全面緊急事態となった場合、放射性物質の放出前の段階において、住民の屋内退避を実施。
・放射性物質の放出後、原子力災害対策本部が緊急時モニタリングの結果に基づき空間放射線量率が一定値
以上となる区域を特定し、同本部長（総理大臣）の指示を受け一時移転等を実施。

PAZ
（概ね半径5km圏）

UPZ
（概ね半径30km圏）
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３-1 「緊急時対応」の概要

・道府県及び市町村は、防災基本計画等に基づき地域防災計画(原子力災害対策編)と避難計画を作成
・緊急時対応は、複合災害を考慮して、関係自治体の地域防災計画と、実動省庁を含む国の支援を
合わせたもの

避難計画
地域防災計画

（原子力災害対策編）

・・・地域防災計画
（原子力災害対策編）

地域防災計画
（原子力災害対策編）

地域防災計画
（原子力災害対策編）

地域防災計画
（原子力災害対策編）

道府県

c村b町 d市a市

避難計画 避難計画 避難計画 避難計画

国による緊急時の支援

緊急時対応

・・・

  ・避難支援、避難住民の誘導、避難指示の伝達、
    傷病者の搬送

 ・避難経路の確保  
 ・医療・医薬品等の確保

 ・食料等の確保
・生活必需品・燃料等の確保

その他、関係省庁が連携して対応
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【参考】地域防災計画・避難計画の策定と支援体制

地域原子力防災協議会＜国＞

原子力規制委員会

原子力災害対策指針

原子力災害対策に関する専門
的・技術的事項を規定

※原子力災害対策特別措置法

＜県・市町村＞
県防災会議・

市町村防災会議

地域防災計画・避難計画

原子力災害対策指針、防災基
本計画に基づき、地域の実情に
精通した関係自治体が作成

※災害対策基本法

            原子力災害対策特別措置法

◆ 原発が立地する１３の地域
ごとに、内閣府が設置

◆ 内閣府、規制庁を始めとした
国の関係省庁と、計画を策
定する関係自治体等が参加

◆ 各自治体の避難計画を含む
当該地域の「緊急時対応」を
取りまとめ、原子力災害対策
指針等に照らして具体的か
つ合理的であることを確認

※災害対策基本法に基づく防災基本計画

中央防災会議

防災基本計画

国、自治体、電力事業者等がそ
れぞれ実施すべき事項を規定

※災害対策基本法

内閣府
（原子力防災担当）

国による自治体支援の実施
防護設備、資機材等への財政的支援

原子力防災会議
※原子力基本法

• 全閣僚と原子力規制
委員長等で構成

• （議長：総理）
• 地域の避難計画を含

む「緊急時対応」が原
子力災害対策指針
等に照らして具体的
かつ合理的となってい
ることについて、国とし
て了承

＜国による自治体支援の具体的内容＞
•計画策定当初から政府がきめ細かく関与し、要配慮者を含め、避難先、避難手段、避難経路等の確保等、
地域が抱える課題をともに解決するなど、国が前面に立って自治体をしっかりと支援
•緊急時に必要となる資機材等については、国の交付金等により支援
•関係する民間団体への協力要請など、全国レベルでの支援も実施
•一旦策定した計画についても、確認・支援を継続して行い、訓練の結果等も踏まえ、引き続き改善強化

報告
・

了承

事務局

支援 支援
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【参考】 原子力発電所の再稼働のプロセス

安全性の確認

※原子炉等規制法

緊急時対応

地元理解 地元理解プロセス
（住民説明会、議会・首長理解表明）

自治体による防災・避難計画等の策定、国による支援
（計画策定する自治体を国がサポート）

基本設計
（設置変更許可）

合
格

詳細設計
（工事計画認可）

設備の運用方針
（保安規定認可）

工事

使
用
前
検
査

再
稼
働
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令和７年９月現在

➢ 緊急時対応の取りまとめは、原発再稼働の事実上の前提条件とされている。
➢ これまで、１０地域（川内地域、伊方地域、高浜地域、泊地域、玄海地域、大飯地域、女川地域、美浜地域、島

根地域、柏崎刈羽地域）の「緊急時対応」を取りまとめ、泊地域及び柏崎刈羽地域以外は再稼働済み。

3-2 「緊急時対応」の取りまとめ状況

泊地域

東通地域

女川地域

東海第二地域

浜岡地域

島根地域

川内地域

福島地域

・・・「緊急時対応」が取りまとめられた地域

赤字・・・地域原子力防災協議会の開催年月
青字・・・原子力防災会議の開催年月

平成28年9月
（平成28年10月）
平成29年12月改定
令和2年12月改定
令和7年7月改定

平成27年12月
（平成27年12月）
平成29年10月改定
令和2年7月改定

伊方地域

高浜地域 大飯地域 敦賀地域美浜地域

福井エリア

平成29年10月
（平成29年10月）
令和2年7月改定

平成26年9月（平成26年9月）
平成30年3月改定
令和3年7月改定

平成28年11月（平成28年12月）
平成31年1月改定
令和3年7月改定

玄海地域

平成27年8月（平成27年10月）
平成28年7月改定
平成31年2月改定
令和2年12月改定

令和2年3月
令和2年6月改定（令和2年6月）
令和5年12月改定

志賀地域

柏崎刈羽地域

令和3年1月
（令和3年1月）

令和3年7月
（令和3年9月）

令和7年6月
（令和7年6月）
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【参考】 「柏崎刈羽地域の緊急時対応」について
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４「原子力総合防災訓練」について

◼ 国、自治体、原子力事業者等が参加する「原子力総合防災訓練」を、毎年度実施。
自衛隊・警察・消防・海保等の実動組織や一般住民を含め、例年数千人規模

◼ 今年度は、下半期に、四国電力 伊方原発を対象に実施予定。
自然災害と原子力災害の複合災害を想定した訓練を予定

◼ 官邸で原子力災害対策本部の運営訓練を想定。
原防大臣から報告・上申 → 総理から原子力緊急事態宣言 → 総理から原子力災害対策本部で御指示

総理による原子力緊急事態宣言
（官邸）

近年の実施実績

・令和２年度 （コロナ禍により延期）
・令和３年度(2月) 東北電力 女川原発
・令和４年度(11月) 関西電力 美浜原発
・令和５年度(10月) 東京電力 柏崎刈羽原発
・令和６年度(2月) 九州電力 川内原発

原子力災害合同対策協議会
（川内オフサイトセンター）

事故対策本部会議
（原子力防災大臣室）

※伊方発電所は佐田岬半島に立地しているとこ
ろから、地震による孤立地区発生など地域の特
性も踏まえた対応や、能登半島地震や南海トラ
フ地震などといった大規模な自然災害との複合
災害への対応に資する訓練内容を検討中。

ヘリコプターを用いた住民避難
（現地）
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【参考】令和６年度 原子力総合防災訓練の結果概要

日置市

く し き の し

ひ お きし

こしき  しま

甑 島
（薩摩川内市）

さつ ま せん だい し

さつま町

阿久根市

長島町

いちき串木野市

鹿児島市

あ く ね し

ちょう

か ご し ま し

ながしまちょう

PAZ 5km

UPZ 30km

薩摩川内市 姶良市
あい  ら し

出典：地理院地図（白地図）をもとに内閣府（原子力防災）作成

伊佐市
出水市
いず み し

い さ し

上甑島
かみこしきしま

中甑島
なかこしきしま

下甑島
しもこしきしま

１．訓練の位置付け及び目的
原子力災害対策特別措置法第１３条第１項に基づき実施する防災訓練。
国、地方公共団体及び原子力事業者における防災体制や関係機関に
おける協力体制の確認等を目的に毎年実施

２．訓練の対象となる原子力事業所
九州電力株式会社川内原子力発電所

３．実施時期
令和７年２月１４日（金）、１５日（土）、１６日（日）

４参加機関等
政府機関：内閣官房、内閣府、原子力規制委員会ほか関係省庁
地方公共団体：鹿児島県、薩摩川内市、いちき串木野市等
訓練対象事業者：九州電力株式会社等

参加機関２９４機関、参加人数約４，８２０人

５．訓練内容
自然災害及び原子力災害の複合災害が発生し、警戒事態から

  全面緊急事態に進展する想定の下に、以下の訓練を実施
（１）迅速な初動体制の確立
（２）中央と現地組織の連携による防護措置の実施等に係る意思決定
（３）住民避難、屋内退避等

＜概ね半径5km＞
PAZ（予防的防護措置を準備する区域）

1市（薩摩川内市） 住民数：4,182人※

＜概ね半径5～30km＞
UPZ（緊急防護措置を準備する区域）
7市2町（薩摩川内市、いちき串木野市、阿久根市、
鹿児島市､出水市、日置市、姶良市、さつま町、長島町）

住民数： 約98,143人※

※人口：令和２年４月1日時点
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